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国特集②研修会講演著作権と病院図書館

病院図書館と著作権一最近の話題一

Ｉ．はじめに

ネットワーク化、デジタル化された社会にお

いては、情報関連技術の発達に伴い著作権は侵

害されやすくなる。著作物を利用する側からす

ると技術的な面で情報を自由に利用できるよう

になる。こうした環境があるゆえに簡単に著作

権侵害をしてしまう可能性があるといわれてい

る。平成元年から15年の間に10回著作権法が改

正された。これまでの著作権法改正の多くは、

国際条約への対応（条約批准のための国内法整

備、通商政策との関連など)、司法救済（侵害

された損益に対する損害賠償など)、経済社会

状況の変化（経過措置の廃止、利用の公益性を

鑑みて権利制限を拡大など)によるものである。

2004年６月の著作権法改正では、改正提案理

由として知的財産権の強化（2003年７月に知的

財産基本法に基づき、「知的財産の創造、保護

及び活用に関する推進計画」が策定された）が

あげられ、知的財産戦略の推進と著作物の適切

な保護と活用を図るために必要となる改正を行

うとして、レコードの還流防止、書籍・雑誌の

貸与権、罰則が強化されている。

2004年８月文化庁の著作権法改正要望書募集

に応じて、二つの病院図書館関係団体が病院図

書館の複写にかかわる法整備を模索し、著作権

法改正要望書を提出している。

本稿では、病院図書館の著作権問題について

複写問題の現状を中心に、著作権法改正要望書

提出への取り組み経緯、著作権法改正要望の趣
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旨など最近の動向を報告する。

なお、本文中の「病院図書館」とは、病院に

備わった医学情報サービスをおこなっている医

学図書室および医学図書館を指している。

Ⅱ、病院図書館の著作権問題とは

著作権法は著作者の権利を定めた法律である

が、社会全体の利益のために著作権の権利制限

を定めている。著作権法30条から50条「著作権

の制限」では「私的使用のための複製」「図書

館等における複製」「引用」「教科用図書等への

掲載」「学校教育番組の放送」などが著作権の

権利制限事項としてあげられ、著作者の権利が

及ばない利用を定めている。

著作権法施行令では、権利者の許諾を得ずに

一定の条件の下で所蔵資料の複製が認められる

｢図書館等」が定められている。それらの図書

館は、国立国会図書館および司書またはそれに

相当する職員のいる、学校教育法の図書館（大

学・短大・高専)、図書館法の図書館（公共図

書館)、法令により定められた施設の図書館

(博物館・美術館など）で一般に公開されてい

るもの、研究所・試験所などの図書館で一般に

公開されているもの、公益法人の設置する施設

で文化庁長官の指定を受けた図書館などである。

平成13年１０月１日現在、病床数20床以上の医

療施設である｢病院｣は9,239施設あるカミそのう

ち著作権法施行令で認められた施設は、国立東

京第二病院（現、国立病院機構東京医療センタ

ー)図書室および国立療養所東京病院(現、国立

病院機構東京病院)図書室の２施設だけである。

一方、病院図書館の設置母体である病院は、
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長い間医療法およびその関連法令により設置さ

れている。医療法では地域医療支援病院および

特定機能病院の施設等として図書室があげられ

ていた。また、医師法における臨床研修病院の

指定基準においても図書室機能の必要性があげ

られている。

しかし、これらの法的規定があっても、病院

図書館は著作権法下の「図書館等」の施設とし

て認められていない現状がある。そのため、病

院図書館員は著作権法と医療法、医師法それら

の法律の不備という矛盾を抱えながら、患者の

診療など医療現場での必要性、診療と研究報告

が表裏一体の医学情報・学術情報生産世界の狭

間で、業務として文献の複写をせざるを得ない

のである。この点が病院図書館の著作権問題と

呼ばれる所以である。

１．購読資料の複写ができない

病院図書室研究会の統計調査（1993年から

2001年の５回の調査統計平均、統計参加病院平

均100施設）によると、病院図書館での購読雑

誌数は約200タイトル、年間資料購入費約1,000

万円であり、資料購入費の90％以上は和雑誌と

洋雑誌など定期刊行物の講読費用である。病院

図書館では、上記統計に見られるように多くの

雑誌・図書を収集し、分類・保管して医師など

利用者に提供している。

医学雑誌を中心とした文献および医学・医療

情報を医師や看護師などスタッフに提供するこ

とは、患者さんの診療や医師、看護師などの教

育・研修に不可欠のものである。病院では時に

は迅速な文献提供が要求される場合がある。こ

うした状況の下では所蔵資料の複写ができない

というのでは図書館機能は不足である。そのた

め、現状では医療現場の求めに応じて所蔵資料

を複写せざるを得ないのが実情である。

所蔵資料の複写ができないのであればどうす

るか。一般的には次の方法が考えられる。

(1)ドキュメント・デリバリーサービス(DDS）

あるいは、オンラインジャーナルのｐａｙｐａｒ

ｖｉｅｗで入手する、(2)著作権法31条に該当し所

蔵資料の複製ができる大学図書館に相互貸借

(ILL）で依頼する。この場合には病院図書館

は利用者の代理人として依頼し、受け取ること

になる。しかし、最近では洋雑誌価格高騰とオ

ンラインジャーナルの普及によりプリント版を

止めてオンラインジャーナルだけを購入する施

設が増えており、図書館によってはオンライン

ジャーナルをＩＬＬでは提供しない、NACSIS

Webcatやネットワークの目録に登録しない施

設が多く、現状では一部のオンラインジャー

ナル所蔵館が目録情報に登録しているだけであ

る')。そのため、今後ともＩＬＬで文献を入手で

きる保証はない。(3)著作権法30条「私的使用の

ための複製」を行う、(4)文化庁長官に申請し、

31条該当図書館になる、(5)権利者と許諾契約を

結ぶ。しかし、使用料が１ページ２円から雑誌

によっては１ページ500円というのもある。し

かも、許諾を得るにも４団体ある管理事業者の

どこに許諾を求めたらよいのかわかりにくい。

文献複写を著作物の流通形態のひとつであると

捉え、それらの流通をスムーズに行うのが管理

事業者の役割、目的とすべきという考え方もあ

り、その点では問題が多い。

しかし、これらの対応策だけでは病院図書館

の著作権問題を根本的に変えることはできな

い。病院で扱う医学情報の多くは学術論文であ

り、学術情報は流通して新しい知の創造に繋が

るものであることを考えるなら、病院図書館で

の文献複製について根本的な解決策を検討して

いくことが必要になる（図１）。

２．病院図書館団体の現状

2000年以降、多くの病院図書館団体が病院図

書館の著作権問題について取り組んできた。日

本病院会全国図書研究会２１、近畿病院図書室協

議会3)、病院図書室研究会：病院図書館は医療

法上に図書館の規定が具体的に明記されてい

る。従って著作権法上の図書館に該当するとい

う独自の法解釈を会誌4)およびHp5)に掲載し

ているｏなお、この法解釈については「医学図

書館」に異論が掲載された6'。
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・所蔵資料の複製ＮＯ－・DDS､lLL､30条

－．３１条図書館の申鯖？

’ 一 ・ 複 写 毎 に 許 姥 ？

･複製ができるには＝|著作権法改正
医疲法･医師法など関連法の整備

１ｔ
図曾館法(司魯)､学術文献の公共性上読迩

図１．

他に、日赤図書室協議会や医療系図書館員学

びネット（医図学ネット）の継続的な取り組み、

日本医学図書館協会機関紙「医学図書館」での

特集７１などがある。また、2004年７月から８月、

医学系図書館員が多く読んでいるメーリングリ

スト｢medlib-j」８)では「病院図書室の著作権」

の論議が続いた。

以上のように、病院図書館団体には全国的規

模のネットワークあるいは地方単位、設置母

体・目的別のネットワークが複数あるにもかか

わらず、著作権問題での問題認識が共有されて

おらず団体やネットワークの連携がほとんどな

かった。

Ⅲ、著作権法改正要望書提出への取り組み

病院図書館では科学的な根拠に基づいた医療

の実践やインフォームド・コンセントなど患者

主体の医療のためのサービスや迅速な文献提供

などが要求されている。前述のように医療法第

22条第１項及び第２項では、地域医療支援病院

および特定機能病院においては医師など医療従

事者への文献入手のための病院図書室機能が要

求されている。

医師法では、平成16年から医学部を卒業した

医師の２年間の臨床研修が義務付けられた。臨

床研修指定病院の指定基準では病院図書室機能

に必要な図書や雑誌、ＭＥＤＬＩＮＥなどの文献

データベース、教育用コンテンツなどの必要性
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があげられている。臨床研修義務化によって医

師の研修・教育の場が大学から病院にシフトし

ており、医師の教育に対する病院図書館サービ

スの拡大が望まれている。

１．著作権法改正要望書の提出

2004年８月文化庁は、関係者から広く要望を

募りそれらを踏まえて文化審議会著作権分科会

等で審議し今後の著作権制度の検討課題を整理

したいとして、著作権法に係わる改正要望を募

集する旨を関係団体に連絡した。要望書募集に

当たっては、関係各省庁に事前に関係団体の照

会があったが、病院関係では日本病院会などが

あがっていた。

この著作権法改正要望募集の情報を得た病院

図書館団体および関係者は、要望書募集開始か

ら締め切りまで１カ月もない短期間かつ夏休み

期間中という悪条件下であったが、メールで活

発に意見交換を行った。病院図書館であれば全

て著作権の権利制限の対象にするのか、何らか

の基準を満たした病院図書館に絞るのか、その

場合の基準は何か、多くの病院図書館を権利制

限規定の対象とするにはどうすべきか、著作権

法と医療法、医師法、図書館法など関係法律を

どのように尊重するかなどの意見が出された。

要望書の趣旨は、「医療機関における学術情

報の円滑な流通および著作権の尊重｣、「病院図

書館を著作権法31条に含むこと」とした。また、

同一要求文をそれぞれの団体で提出することと

した。その結果、近畿病院図書室協議会および

医図学ネットの二つの団体が締め切り内に要望

書を提出した（図２）。しかし、他の図書館団

体および賛同者は時間的制約などのために提出

に至らなかった。このように短期間で意見を取

りまとめことができたのは、近畿病院図書室協

議会が著作権、特に複写権問題に長年に渡って

取り組んできた経験によるところが大きい。ま

た、医図学ネットの１年以上におよぶ著作権問

題の継続的な勉強会開催によるものでもある。

なお、著作権法改正要望募集には数多くの団

体から要望書が提出された。その後要望書は関
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著作楢法改正要望密(2団体共通）

・改正案趣旨:第五欧著作樋の制限に､病院図魯館
における複製を追加すること

・箸作柑法第３１条二（追加）

（病院図書誼における複製）
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・医療法(昭和23年法律第205号)に基づき開股された医療
施股に殴固された図魯館(室)(図書餓法(昭和25年法律第

、

図２．

連要望項目ごとにまとめられて文化庁ＨＰに掲

載され、これらの要望書に関するパブリックコ

メントの募集が2004年１０月下旬まであり、その

結果もWeb上に公開されている9)。

２．要望書提出後

著作権法改正要望香提出後、要望書の取りま

とめに参加した団体、関係者が文化庁著作権課

を訪問し、著作権法改正要望書提出に至る病院

図書館の複写問題を中心に病院図書館の現状を

説明した。この訪問では病院図書館の要望実現

には厚生労働省からの希望が望ましいことが指

摘された。また、病院図書館担当者の「31条図

書館の基準を明らかにしてほしい」という求め

に応じて、後日「図書館指定の考慮事項」（図

３）が示された。書類には昭和46年２月１日の

日付があり、３１条の図書館として政令で６施設

を定めた昭和46年２月22日より以前に作成され

ていたことがわかるが、なにぶんにも古い資料

である。

同日夕方、常世田良氏（日本図書館協会：著

作権担当常務理事）を訪ね、病院図書館の現状

と著作権問題への取り組み、著作権法改正要望

書提出などについて説明した。その上で病院図

書館の複写に関して権利制限対象となる方法な

どについて助言を求めた。

現在、著作権法改正の一定の枠組みがあり、

日本図普館協会（日図協）が中心になって図書

館側の意見をまとめる「図曹館懇談会」に各種

図書館指定の考慮事項(昭和46年２月１日）

1．蔵書等から判断して､公益性の高い桑務を行っていること．

2.全国的規模又はこれに単ずる規模で栗務を行っていること。

3.ある特定の分野における中心的掘能を果たしていること．

上記を具体化すると次のようになる．

ア.独立した施股であること．

イ.一般に開放されていること．

ウ.専門書のセンター的役割を果たしていること．

エ一定の部数の蔵書があること．

オ.一定程度の利用者があること。

力.複写樋器が施殴内にあり、自己の笹理下にあること．

キ.司笹又はこれに相当する蹴員がいること．

図３．

著作権法改正:検肘体制
当事者間協臓に加わるには､図魯館恕鮫会への参加が必須

・文化審臓会

・著作櫓分科会

・法制間囲小婁員会

・当事者間協臓一棺利者側

１

・図書館想麟会←学校図香館ｿ専門図魯館ノ

（図書館側代表:日図協）公共図書館ﾉ大学図魯､Ｗ
（痢院図笹鉱）

藩作樋法改正の手続きは､この枠組みで行っている
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図４．

図書館代表が参加している。法改正には「図書

館懇談会」を経て権利者側との交渉の窓口であ

る「当事者間協議｣'0)、「法制問題小委員会」で

取り上げられたものだけが「著作権分科会」に

あげられる。著作権分科会で著作権改正が妥当

であると判断されると、「文化審議会」を経て

法案となる（図４)。

従って、法改正を求めるならこの枠組みに入

ることが必要であり、病院図書館の著作権問題

についても、「図書館懇談会」に参加するため

に病院図書館の窓口を統一することが必要であ

る、と助言があった。

Ⅳ．おわりに

病院図書館の著作権問題は単に病院図沓館で

複写ができないという問題だけではなく、著作
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権法と関連法との整備不良による矛盾問題でも

ある◎

病院図書館で扱う医学文献は、小説・文芸作

品などとは違い作家の生活を脅かすようなもの

ではない。医学文献の生産と消費は病院などの

医療施設、研究施設の中で行われており、医学

文献の利用サイクルの中で新しい「知識」が生

まれている。著作権法第１条には「文化発展に

寄与する」とあるように、医学・学術情報は科

学的文化であり、公共の利益として流通させな

ければならないと考える。

一方、著作権をめぐる動向として話題になっ

ている中のひとつが、「公共図書館がベストセ

ラーを複本で多数所蔵し、貸し出すから作家の

収入が減る（本が売れない)」と権利者側が声

を大にしていることである。これに対して、日

図協と書籍出版協会がアンケートをもとにこれ

らの論議の裏付けとなる実証的なデータをまと

め反論しているI')。病院図書館団体でも各団体

の統計データをもとに､病院図書館の資料購入、

文献複製、ＩＬＬなどの実態を把握し、必要なら

権利者側との交渉の基礎データとすることも考

えられる。

また、法改正、ガイドライン作成などへの道

のりが平坦ではないことは、３１条で著作権法の

権利制限対象となっている国公私立図書館協力

委員会のlO年越しの取り組みからもわかる'2'。

私たち病院図書館関係者は、各種図書館の代

表で構成される「図書館懇談会」参加も視野に

入れて、各病院図書館担当者および病院図書館

団体の著作権問題での連携を進め、意見をまと

め、著作権問題に対する窓口を作ることが必要

である。また、病院図書館の共同作業、協力関

係を通して医学・学術情報の著作権上の権利制

限の必要性、重要性を日本病院会や厚生労働省

などの関係団体および所属施設の責任者に働き

かけていくことも必要である。

(本稿は、近畿病院図書室協議会第105回研修会

講演に加筆したものである）
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